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指定訪問看護、訪問看護・介護予防訪問看護サービス 重要事項説明書 
ご利用者に対するサービスの提供開始にあたり、厚生労働省令等の規定に基づき、説明すべき重要事項は、
次のとおりです。  

1、【事業の目的と運営の方針】  
1）訪問看護が必要である利用者（介護保険の要介護・要支援状態の利用者を含む）が、その有する能力に応じ、
可能な限りにおいて自立した日常生活を営むことができるよう、生活の質の確保及び向上を図るとともに、安
心して日常生活を過ごすことができるよう、利用者の状態に応じた訪問看護サービス（指定訪問看護サービス
（指定精神科訪問看護を含む）及び訪問看護・介護予防訪問看護サービスをいう）を提供することを目的とし
ます。 
2）利用者の心身の状況や家庭環境等を踏まえ、介護保険法、健康保険法その他の関係法令、後期高齢者医療保
険制度、介護保険制度その他の公費負担制度及び契約の定めに基づき、関係する市町村や事業者、地域の保健・
医療・福祉サービス等と綿密な連携を図りながら、総合的支援と適切なサービス提供に努めます。  
 

2、【指定訪問看護サービスを提供する事業者の概要】  
法人名  合同会社 Community care collaboration  代表者  代表社員 進藤 由佳 
所在地  茨城県北茨城市磯原町磯原 1 丁目 33 番地

シーワン 101 
電話番号  0293-24-7713 

事業内容  介護保険・医療保険関連事業  
 
3、【サービス提供する事業所の概要】 
 この項目に記載されている内容は、説明日時点の当該事業所の概要となります  

 

事業所名 ウィル訪問看護ステーション南ぬ島石垣 

所在地 沖縄県石垣市登野城 415 

電話番号/FAX 番号 0980-87-8802 / 0980-87-8803 
指定事業所番号 介護保険指定事業者番号 4760790131 

医療機関コード 0790131 
通常サービス地域 沖縄県石垣市全域、八重山郡竹富町の一部(運営状況による) 

通常営業日・時間 月曜日～日曜日  8 時 30 分～17 時 30 分 
夜間は常時利用者やその家族からの連絡対応が可能な体制 

 

職員体制  

管理者  1 名 

看護師等  3 名 

その他   

事務職員  1 名 

 
職種 職務内容 
管理者 所属職員を指揮・監督し適切な事業の運営が行われるように統括します 
看護師等 ・訪問看護計画及び主治医に対する訪問看護報告書を作成します 

・訪問看護の提供に当たります 
・心身機能の維持や向上を目的としたリハビリテーションを行います 

事務員兼  
看護補助者 

・訪問看護事業の請求業務を行います 
・物品及び書類等の管理、看護業務の補助を行います 

 
4、【訪問看護の内容】   

サービス内容の詳細は、利用者の希望を確認したうえで実施します 
サービス内容 
療養所の世話 清潔の支援、栄養管理、食事および排泄等日常生活療養上の世話、ターミナルケア 
診療の補助 褥瘡の予防・処置、カテーテル等医学的処理および管理の実施と指導 
リハビリテーション ＡＤＬ維持・向上、嚥下機能、認知機能向上等のリハビリテーションの実施と指導 
家族の支援 家族の療養上の指導、相談、健康管理 

 
5、【秘密保持について】  

当時業者は業務上知りえた利用者及びその家族に関する秘密及び個人情報について法令に定める場合や利用者
が同意した居宅サービス計画に記載された事業者に対する情報提供を行う場合を除き契約中及び契約終了後、正
当な理由なく第三者に漏らすことはありません。   

6、【事故発生時の対応】  
当事業者は利用者に対する訪問看護の提供により、万が一事故が発生し、利用者に損害が発生した場合には、速
やかに市区町村、利用者の家族などに連絡をとり、必要な措置を講じるとともに当事業者の責に帰すべき事由に
よるときは「訪問看護サービス契約書」に従い、損害を賠償します。  

7、【相談窓口、苦情対応窓口】  
サービスに関する相談や苦情については次の窓口で対応致します。また、市役所、区役所の窓口等に苦情を伝え
ることもできます。  

  



相談・苦情窓口 ウィル訪問看護ステーション南ぬ島石垣 TEL:0980-87-8802    (担当：管理者) 

外部苦情申し立て機関 石垣市介護⾧寿課 
竹富町福祉支援課 

0980-82-7158 
0980-83-7415 

沖縄県国民健康保険団体連合会 
介護福祉課 介護苦情相談 

 
098-860-9026 

 
8、【利用料金・支払方法・重要事項】   

利用料金  介護保険制度に基づく訪問看護：利用料は厚生労働大臣の基準によるものとし別紙の料金表を参照く
ださい。 
後期高齢者医療制度、健康保険法等に基づく訪問看護：週３日が訪問の限度（ただし厚生労働大臣が
定める疾病等の利用者は訪問回数の制限はありません。別紙の料金表を参照ください。） 
その他の費用：自費の料金についても別紙の料金表を参照ください。 

支払方法  銀行または郵便局の口座からの自動引き落としにより、毎月 1 回お支払い頂きます。引き落としは原
則として 1 か月後に行われます。  

キ ャ ン セ ル
料  

ご利用予定のサービスをキャンセルする際には前日までに速やかに事業所までご連絡ください。  
サービス開始当日のキャンセルは\3,000 を実費にてご負担いただきます。 
※緊急な入院など特段の事情の場合や振替訪問を行った場合は、キャンセル料は頂きません。  

▼ 料金に関するその他留意事項  
・利用者・家族のご希望にて、保険給付の対象外の支援内容によるサービスや、死後の看護師の訪問および処置などを行っ

た場合、また 1 回 90 分を超えたサービスを提供した場合（⾧時間訪問看護加算を算定する日を除く）の超過分は、自費
による訪問看護サービスとして当社が別途定める料金をお支払い頂くことがございます。 

・公費受給者証などをお持ちのかたは自己負担が免除になる場合があるためお持ちの場合はご提示ください。 
・回数は、毎月初から数えさせて頂きます。材料費などはここに含まれず実費ご負担願います。   
・指定訪問看護の利用について、医療保険・介護保険による介護給付・予防給付対象の場合は非課税となります。  
・償還払いとなる場合には一度利用者が 10 割を支払い、その後市町村等に対し保険給付分を請求します。  
・法定代理受領の場合、別紙の金額（但し経過措置、利用者負担の減免、公費負担がある場合などはその負担金額による）
が自己負担金となります。 

9，【虐待防止について】 
① 利用者に対していかなる形の虐待も行わないことを宣言します。 
② 職員は、利用者とのコミュニケーションにおいて言葉や態度による暴力や脅迫、性的な言動などを行わず、利用者

の尊厳を重んじた対応を行います。 
③ すべての職員に虐待の定義と対応に関する研修（年 1 回以上）を提供します。 
④ 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果についてすべての職員に周知徹底

していきます。 
⑤ 職員の中に虐待の可能性がある方がいた場合、直ちに上司に報告し必要に応じて対応します。 
⑥ 利用者の状況を詳しく把握し、虐待の兆候が見られた場合は、適切な報告手続きを行います。 
⑦ 利用者が虐待を受けた場合には、必要に応じて報告手続きを行い、利用者に対する支援を提供します。 
⑧ 利用者からの相談や苦情に対しては、速やかに対応し、解決に向けた措置を講じます。 
⑨ 虐待防止のための措置を適切に実施するための責任者は、事業所の管理者とします。 

10，【身体拘束等の原則禁止】 
① 事業所は、サービス提供にあたっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合

を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘束等」という。）を行いません。 
② 事業所は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、本人又は家族に対し、身体拘束の内容、理由、期間等について説

明し同意を得た上で、その態様及び時間、その際の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由など必要な事項を記載す
ることとします。 

11、【業務継続に向けた取り組みについて】 
① 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定訪問介護の提供を継続的に実施するための、及び非常

時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置
を講じます。 

② 職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的（年 1 回以上）に実施しま
す。 

③ 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 
12、【感染症対策について】 

事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。 
① 職員等の清潔の保持及び健康状態について必要な管理を行います。 
② 事業所の設備及び備品等について衛生的な管理に努めます。 
③ 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね６月に１回以上開催す

るとともに、その結果について、職員に周知徹底していきます。 
④ 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 
⑤ 職員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

13、【言語】 
本説明書は日本語を正文とします。本説明書の英訳は参照の便宜のために作成されたものであり、日本語
と英訳の内容に齟齬がある場合には日本語の内容が優先します。 

  



個人情報の取扱いに関する同意書 
１ 個人情報 

本同意書において「個人情報」とは、合同会社 Community care collaboration（以下「当社」といいま

す。）が利用者からお預かりする情報のうち、個人情報の保護に関する法律に規定される生存する個人に関

する情報（氏名、生年月日その他の特定の個人を識別することができる情報）、及び特定の個人と結びつい

て使用される住所、居所、メールアドレス、電話番号その他の個人に関する属性情報をいい、利用者に関す

る情報だけでなく、利用者のご家族に関する情報を含みます。 

 

２ 利用目的 

当社は、上記１の個人情報を以下の目的で利用することができるものとします。 

① 訪問看護サービスの提供、維持および改善のため。 

② サービス担当者会議の開催、介護保険の適用その他当社が提供する訪問看護サービスの利用に必要な範

囲で、主治医、介護支援専門員、居宅サービス担当者、住宅改修・福祉用具事業者その他のサービス担

当者会議関係者、医療機関及び行政機関に情報提供するため。 

③ 保険者への訪問看護療養明細書の提出のため。 

④ 訪問看護サービス提供中の利用者の体調急変・ケガ等を理由に医療機関に受診した際の、医療機関への

情報提供のため。 

⑤ 訪問看護サービスに付随する医療機関及び行政機関への届出や申請等について、利用者に代わって手続

を行うため。 

⑥ 上記に付随する業務を遂行するため。 

⑦ その他、当社のプライバシーポリシーで公表している目的のため。 

 

３ 利用にあたっての条件 

(1) 当社は、当社のプライバシーポリシーに従って個人情報を適切に取り扱います。 

(2) 当社は、上記２に記載する目的の達成に必要な範囲で個人情報を利用し、サービス担当者会議関係者、

医療機関、行政機関及び保険者に提供します。 

(3) 当社は、上記２の利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を有すると合理的に

認められる範囲を超えては行わず、変更された利用目的について利用者及び利用者のご家族に通知又は公表

します。 

 

４ 要配慮個人情報 

(1) 当社は、利用者の健康状態、疾患歴、現病歴、血液等の検査データ、バイタルサインその他利用者の健

康状態及び症状に関する一切の情報（以下「要配慮個人情報」といいます。）を取得します。 

(2) 当社は、要配慮個人情報を症例研究その他の研究、教育のために利用できるものとします。 

(3) 当社は、利用者（利用者に十分な判断力がない場合において法定代理人がいるときは法定代理人、利用

者が未成年者の場合には利用者の保護者）の同意がない限り、要配慮個人情報を第三者に提供しません。 
 

５ 匿名加工情報 

(1) 当社は、個人情報及び要配慮個人情報を本人が特定できないように加工し、かつ当該個人情報を復元で

きないようにした情報（以下「匿名加工情報」といいます。）を作成した場合には、当該匿名加工情報に

含まれる個人情報及び要配慮個人情報の項目を公表します。 

(2) 当社は、匿名加工情報を第三者に提供する場合には、第三者に提供される匿名加工情報に含まれる個人



情報の項目及びその提供方法をあらかじめ公表するとともに、提供する情報が匿名加工情報であること

を明示します。 

 

６ 言語 

本同意書は日本語を正文とします。本同意書の英訳は参照の便宜のために作成されたものであり、日本語と

英訳の内容に齟齬がある場合には日本語の内容が優先します。 

  



訪問看護サービス契約書 
第 1 条（契約の締結） 
        様（以下「甲」という。）及び合同会社 Community care collaboration（以下「乙」という。）は、
乙が甲に対して介護保険法、健康保険法その他の関係法令、後期高齢者医療保険制度、介護保険制度その他の公
費負担制度（以下「関係法令等」という。）に基づいて提供する指定訪問看護サービス及び訪問看護・介護予防訪
問看護サービスに関し、本契約書を締結した。 
第 2 条（サービスの目的） 
  乙は甲に対し可能な限り居宅においてその有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう、甲
の状態に応じて、医療保険給付又は介護給付及び予防給付の対象サービスとなる訪問看護サービス（以下「本サ
ービス」という。）を提供します。本サービスの具体的な内容は、「指定訪問看護、訪問看護・介護予防訪問看護サ
ービス 重要事項説明書」（以下「重要事項説明書」という。）に記載したとおりです。 
第 3 条（契約期間） 
  この契約の期間は      年   月   日から甲の終了意思表示がされるまでの期間とします。ただ
し、第 9 条に定める契約の終了事由が生じた場合には、同条に定める日までとします。介護保険を利用する場合
は甲の要介護認定又は要支援認定の有効期間満了日（要介護認定又は要支援認定が変更又は更新された場合には
変更後の要介護認定・要支援認定有効期間満了日）までとします。この満了日の７日前までに甲から乙に対して
契約終了の申し出がない場合、契約は自動更新されるものとします。 
第 4 条（個別サービス計画等） 
  乙は、甲の日常生活の状況及びその意向を踏まえて、甲の訪問看護計画を作成し、その主要な内容につき、甲又
は甲の家族に説明して甲の同意を得ます。乙は、当該訪問看護計画書を甲に交付し、これに沿って計画的にサー
ビスを提供します。 
第 5 条（サービス提供の記録等） 
1 乙は、本サービスを提供した際には、乙があらかじめ定めた「看護記録書」等の書面に、提供したサービスの内

容等の必要事項を記入します。 
2 乙は一定期間ごとに目標等の達成状況等を記載して前項の「看護記録書」等の記録を作成します。 
3 乙は前述の「看護記録書」その他の記録を作成完成後 2 年間は適正に保管し、甲の求めに応じて閲覧に供し、

又は乙の実費負担によりそのコピーを交付します。 
第 6 条（利用者負担金及びその滞納） 
1 本サービスに対する利用料及び利用者負担金は、サービスごとに重要事項説明書に記載するとおりとします。な

お、利用者負担金は関係法令等に基づいて定められるため、契約期間中に関係法令等が改定された場合には、改
定後の金額を適用するものとします。 

2 甲が正当な理由なく乙に支払うべき利用者負担金（償還払いの場合は基本利用料）を 1 ヶ月以上滞納した場合
には、乙は 2 週間の期間を定め、その期間満了までに利用料を支払わない場合は契約を解除することが出来ま
す。 

第 7 条（甲の解約権） 
 甲は乙に対しいつでも 7 日以上の予告期間をもって通知することにより、この契約を解除することができます。 
第 8 条（乙の解除権） 
 乙は、人員不足等やむを得ない事情がある場合、甲や家族の法令違反行為、サービス提供を阻害する行為、著し
いハラスメント行為、その他の背信行為により契約を継続する事が困難となった場合、事業の安定的な運営が困
難となった場合もしくは事業所の統廃合があった場合は、7 日以上の予告期間をもってその理由を記載した文書
で甲に通知することにより、この契約を解除することが出来ます。この場合、乙は甲の主治医等と協議し、甲に不
利益が生じないよう必要な措置をとります。 
第 9 条（契約の終了） 
 次のいずれかの事由が発生した場合は、この契約を終了するものとします。 
(1)第 8 条の規定により乙から契約解除の意思表示がなされたとき。 
(2)第 7 条の規定により甲から解約の意思表示がなされたとき。 
(3)第 6 条で定める条件が満たされ、かつ乙から契約解除の意思表示がなされたとき。 
(4)次のいずれかの理由で甲にサービスを供給できなくなったとき。 
1.甲が医療施設に入院した場合（12 か月以上継続） 
2.甲が死亡したとき 
第 10 条（事故時の対応） 
 乙は、本サービス実施にあたり事故の発生により甲の生命、身体又は財産に損害を与えた場合には、その損害
を賠償します。ただし、乙の責めに帰すべき事由がない場合はこの限りではありません。また、事故発生につき甲
又は甲の家族に過失がある場合には、損害賠償の額を減額することができるものとします。 
 
 
第 11 条（社会情勢及び天災） 
1 社会情勢の急激な変化、地震、風水害、台風、大雪、感染症の蔓延など著しい社会秩序の混乱などにより、乙の



義務の履行が難しい場合は、日程、時間の調整をさせて頂く場合がございます。 
2 社会情勢の急激な変化、地震、風水害、台風、大雪、感染症の蔓延など著しい社会秩序の混乱などにより、乙の

義務の履行が遅延し、又は、不能になった場合、乙はそれによる損害賠償責任を乙は負いません。 
第 12 条（苦情対応） 
1 甲は本サービスについて苦情がある場合には、乙の事業所、区市町村又は国民健康保険団体連合会等の窓口に

対して、いつでも苦情を申し立てることができます。 
2 乙は、苦情対応の窓口及びその連絡先を明らかにするとともに、苦情の申立て又は相談があった場合には、迅

速かつ誠実に必要な対応を行います。 
3 乙は、甲が苦情申立てを行ったことを理由として何ら不利益な取り扱いをすることはありません。 
第 13 条（契約外条項など） 
1 この契約及び関係法令等で定められていない事項については、関係法令の趣旨を尊重して甲と乙との協議によ

り定めます。 
2 この契約書は、関係法令等に基づくサービスを対象としたものですので、甲がそれ以外のサービスを希望する

場合には別途契約が必要になります。 
第 14 条（秘密保持義務） 
1 乙は、本契約の契約期間中及び契約終了後、甲に対する本サービスの提供にあたって知りえた甲及び甲の家族

の情報（以下「機密情報」という。）を善良なる管理者の注意をもってその情報を管理・保持し、第三者に漏ら
すことはありません。 

2 乙は、受領した機密情報を甲乙合意の目的以外に使用しません。 
3 乙は、甲の同意がない限り、役員・従業員などで機密情報を知る必要のある者に開示する場合、法令に定める場

合及び訪問看護計画に記載された事業者に開示する場合を除き、第三者に対して利用者の情報を開示すること
はありません。 

第 15 条（言語） 
本契約は日本語を正文とします。本契約の英訳は参照の便宜のために作成されたものであり、日本語と英訳の内
容に齟齬がある場合には日本語の内容が優先します。 
第 16 条（合意管轄） 
 本契約に関してやむを得ず訴訟をする場合は、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 
〔契約書署名欄〕以上のとおり契約したので、本書２通を作成し、甲乙各１通ずつ保有することとします。 
 

   年   月   日                説明者                
 

（甲） 私は、「指定訪問看護、訪問看護・介護予防訪問看護サービス 重要事項説明書」、「個人情報の取り扱い
に関する同意書」、「訪問看護サービス契約書」、「各種同意について」及び「ウィル訪問看護ステーション
からのお願い」の各内容を理解し、これらに同意の上、「訪問看護サービス契約書」に基づく訪問看護サ
ービスの利用を申し込みます。 

【サービス利用者】 
 

住 所                         氏 名            
【署名代行者(署名代行の場合)、法定代理人(利用者が成年被後見人の場合)、保護者(利用者が未成年者の場合)】   

私は、本人に代わり、上記署名を行いました。私は、本人の契約意思を確認しました。 
  

住 所                         氏 名            
             署名代行の理由     □本人が書けないため 
本人との関係      （署名代行の場合のみ記入）□その他              

 サービス利用者の家族代表者として、家族の個人情報の取り扱いに同意します． 
 

住 所                         氏 名            
 

本人との関係           
 

（乙）当事業者は、訪問看護サービス事業者として、甲の申込みを受諾し、「訪問看護サービス契約書」に定める
各種サービスを、誠実に責任をもって行います。 

サービス事業者  住 所 319-1541 茨城県北茨城市磯原町磯原 1 丁目 33 番地シーワン 101 号室 
     法人名  合同会社 Community care colalboration  
     代表者 代表社員 進藤 由佳      印 

  



加算等各種同意について 
（介護・医療） 24 時間対応の同意 

当事業者は、利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応できる
体制にあります。計画外の緊急時訪問を行った場合には、所要時間に応じた単位数または回数を算定します。 
石垣市以外の離島においては、フェリーの運航状況により可能な範囲で対応します。 

利用者は、２4 時間対応体制加算・緊急時訪問看護加算に（ 同意します  ・  同意しません ） 
 
（介護・医療） 必要な場面での複数名対応の同意 

同時に複数の看護師等が 1 人の利用者に対して訪問看護を行うとき、次のいずれかに該当する場合に算定す
ることになります。 

1）利用者の身体的理由により 1 人の看護師等に訪問看護が困難と認められる場合 
2）暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合 
3）その他利用者の状況から判断して①又は②に準ずると認められる場合 

利用者は、複数名訪問看護加算に（ 同意します  ・  同意しません ） 
 
（介護・医療） 自宅で最期まで過ごされる場合に支援を実施可能にする同意 

「ターミナルケア加算・療養費」は、訪問看護を行っている利用者が在宅等で死亡された場合であって（タ
ーミナルケアを行った後、24 時間以内在宅以外で死亡した場合を含む）、その死亡日および死亡日前 14 日以
内に 2 回以上ターミナルケアを行った場合、算定することになります。  

利用者は、ターミナルケア加算・療養費に（ 同意します  ・  同意しません ）  
 
（介護・医療） リハビリテーションが必要になる場合に実施可能にするための同意 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士による訪問看護は、その訪問が看護業務の一環としてのリハビリテー
ションを中心としたものであり、看護職員の代わりにさせる訪問であることに同意をお願い致します。 

利用者は、上記の内容に（ 同意します  ・  同意しません ） 
 
（医療） 関係機関への情報提供の同意 

「情報提供療養費１」市町村等からの求めに応じ、厚労大臣が定める疾病等の利用者に関わる保健福祉サー
ビスに必要な情報提供をした場合に算定します。 
「情報提供療養費 2」厚労大臣が定める疾病等の利用者の入学時・転校時等に義務教育諸学校、保育園・幼稚
園等からの求めに応じ情報提供をした場合に算定します。 
「情報提供療養費 3」保健医療機関等に入院・入所にあたり、主治医に訪問看護に係る情報提供をした場合
に算定します。      

利用者は、情報提供療養費に（ 同意します  ・  同意しません ） 
 

（介護・医療） ICT を用いた医療介護事業者との連携に関する同意 
当事業所では、医療・ケアの質を確保し、患者さんに安全で円滑なご自宅での療養生活を継続いただくため、 
ICT（情報通信技術）を用いて訪問看護ステーション、医療機関、薬局、介護事業所等の医療機関等と相互に 
情報を共有する体制をとっています。 
ICT を用いた医学管理、情報共有は、以下の通り行います。 
〇医療関係職員等が ICT を用いて記載した患者さんの情報を取得し、その情報を活用した上で、計画的な 

医学管理を行います。 
〇看護師等職員がケアを行った際の情報は ICT を用いて記録し、医療関係職種等に共有します。 
〇共有する情報 

・ケアや処置を行った際に関連する情報 
・当ステーションが取得した患者さんの医療・ケアに関わる情報 
・当ステーションが、患者さん・ご家族から取得した患者さんの人生の最終段階における医療・ケア及び 

病状の急変時のケアや治療方針についての希望に関する情報 
なお、情報共有につきましては、「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」に準じた ICT 
ツールを用い、情報管管理を徹底いたします。 

利用者は、（ 同意します  ・  同意しません ） 
 

（医療） 訪問看護医療情報連携加算の同意 
医療関係職種等により記録された医療・ケアに関わる情報を ICT を用いて取得、活用し訪問看護の実施 
に関する計画的な管理を行った場合、及び訪問看護の記録を関係職種に情報提供した場合に、月に 1 回 
に限り算定します。 

利用者は、（ 同意します  ・  同意しません ） 
 

（医療） 医療機関・歯科・薬局などとの連携の同意 
訪問診療を実施している医療機関、歯科、薬局と文書等により情報共有を行い、看護師等（准看護師を除く）
がそれを踏まえた療養上の指導をした場合、月に 1 回に限り算定を行います。 

利用者は、在宅患者連携指導加算に（ 同意します  ・  同意しません ） 
（介護保険証をお持ちの場合は非該当となります。その場合はチェック不要です。） 

 
（介護） 当ステーション体制評価への同意 

当事業者は、中等度の要介護者への医療ニーズ対応を強化する事により、沖縄県が定める規定を満たしてい
るため「看護体制強化加算」を、月に 1 回に限り算定します。 

利用者は、看護体制強化加算に（ 同意します  ・  同意しません ） 
（現在、弊ステーションは非該当となります。チェック不要です。今後、該当となった場合改めてご案内します） 
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医療保険の訪問看護料金表 
 2024 年 6 月報酬改定に基づく（円） 10 割 1 割 2 割 3 割 

基本療養費 

週３日目まで/日 5,550 555 1,110 1,655 
週４日目以降/日  
（PT、OT、ST の場合） 

6,550 
(5,550) 

655 
(555) 

1,310 
(1,110) 

1,965 
(1,655) 

週４日目以降/日  
（PT、OT、ST の場合） 

6,550 
(5,550) 

655 
(555) 

1,310 
(1,110) 

1,965 
(1,655) 

緩和ケア･褥瘡ケアに係る専

門の看護師/月 
12,850 1,285 2,570 3,855 

管理療養費  
月の 1 日目/日 7,710 771 1,542 2,313 

月の 2 日目以降/日  3,010 301 602 903 

訪問看護基本療養費Ⅱ  

（同一日 2 名）  

同一建物内での訪問看護を提

供する場合 週 3 日まで/日  
5,550 555 1,110 1,655 

週 4 日目以降/日  6,550 655 1,310 1,965 

緩和ケア･褥瘡ケアに係る専

門の看護師/月 
12,850 1,285 2,570 3,855 

訪問看護基本療養費Ⅱ  

（同一日 3 名以上）  

同一建物内での訪問看護を提

供する場合 週 3 日まで/日  
2,780 278 556 834 

週 4 日目以降/日  3,280 328 656 984 

訪問看護基本療養費Ⅲ   

医療機関へ入院中、外泊時に

訪問看護を利用される場合/

外泊期間 

8,500  850 1,700 2,550 

時間による加算 

午前 6 時～午前 8 時  

午後 6 時～午後 10 時 
2,100 210 420 630 

午後 10 時～午前 6 時  4,200 420 840 1,260 

 

精神科訪問看護 

基本療養費Ⅰ 

週３日目まで/日 （30 分未満） 

（30 分以上） 

4.250 

5,550 

425 

555 

850 

1,110 

1,275 

1,655 

週４日目以降/日 （30 分未満） 

（30 分以上） 

（OT 等週 3 日までと同額） 

5,100 

6,550 

510 

655 

1,020 

1,310 

1,530 

1,965 

精神科訪問看護 

基本療養費Ⅲ 

（同一建物２名以上） 

週３日目まで/日 （30 分未満） 

（30 分以上） 

4.250 

5,550 

425 

555 

850 

1,110 

1,275 

1,655 

週４日目以降/日 （30 分未満） 

(30 分以上） 

5,100 

6,550 

510 

655 

1,020 

1,310 

1,530 

1,965 

精神科訪問看護 

基本療養費Ⅲ 

（同一建物 3 名以上） 

週３日目まで/日 （30 分未満） 

（30 分以上） 

2,130 

2,780 

213 

278 

426 

556 

639 

834 

週４日目以降/日 （30 分未満） 

 （30 分以上） 

2,550 

3,280 

255 

328 

510 

656 

765 

984 

精神科訪問看護 

基本療養費Ⅳ 

入院中外泊時に訪問看護を利用

される場合/外泊期間 

8,500 850 1,700 2,550 



管理療養費  
月の 1 日目/日 7,710 771 1,542 2,313 

月の 2 日目以降/日  3,010 301 602 903 

医療保険内の加算（円） 

加算（円） 10 割 1 割 2 割 3 割 

24 時間対応体制加算（イ） 

（ロ）  
1 回/月  

6,800 

(6,520) 

680 

(652) 

1,360 

(1,304) 

2,040 

(1,956) 

緊急訪問看護加算  

(月 15 日目以降) 
1 回/日  

2,650 

(2,000) 

265 

(200) 

530 

(400) 

795 

(600) 

特別管理加算  

1 回/月 麻薬等注射、化学療

法，強心剤持続投与，気管切

開・気管カニューレ、留置カ

テーテル使用  

5,000 500 1,000 1,500 

上記以外で特別な管理が必要

な方  1 回/月  
2,500 250 500 750 

専門管理加算 

1 回/月 褥瘡,人工肛門等,緩和

ケアの専門家および特定行為

における管理 

2,500 250 500 750 

難病等複数回訪問看護加算  

1 日 2 回の訪問  

（同一建物３人以上の場合） 

4,500 

(4,000) 

450 

(400) 

900 

(800) 

1,350 

(1,200) 

1 日 3 回以上の訪問  

（同一建物３人以上の場合） 

8,000 

(7,200) 

800 

(720) 

1,600 

(1,440) 

2,400 

(2,160) 

乳幼児加算/6 歳未満 

（厚労大臣の定める状態） 
1 回/日 

1,300 

(1,800) 

130 

(180) 

260 

(360) 

390 

(540) 

複数名訪問看護加算  

看護職員 1 回/週  

（同一建物３人以上の場合） 

4,500 

(4,000) 

450 

(400) 

900 

(800) 

1,350 

(1,200) 

准看護師 1 回/週 

（同一建物３人以上の場合） 

3,800 

(3,400) 

380 

(340) 

760 

(680) 

1,140 

(1,020) 

看護補助者 1 回/日 

（同一建物３人以上の場合） 

3,000 

(2,700) 

300 

(270) 

600 

(540) 

900 

(810) 

看護補助者 2 回/日 

（同一建物３人以上の場合） 

6,000 

(5,400) 

600 

(540) 

1,200 

(1,080) 

1,800 

(1,620) 

看護補助者 3 回/日 

（同一建物３人以上の場合） 

10,000 

(9,000) 

1,000 

(900) 

2,000 

(1,800) 

3,000 

(2,700) 

⾧時間訪問看護加算  1 回/週まで  5,200 520 1,040 1,560 

特別地域訪問看護加算 適応時 基本療養費の 50% 

退院時共同指導加算  退院調整会議等を行った際 8,000 800 1,600 2,400 

特別管理指導加算  上記と併せ特別管理がある際  2,000 200 400 600 

退院支援指導加算  
退院日の訪問に対し 

（⾧時間など） 

6,000 

(8,400) 

600 

(840) 

1,200 

(1,680) 

1,800 

(2,520) 

在宅患者連携指導加算 適応時 3,000 300 600 900 

在宅患者緊急時等 

カンファレンス加算 
適応時 2,000 200 400 600 



情報提供療養費 1,2,3 1 回/月  1,500 150 300 450 

ターミナルケア加算 1 適応時  25,000 2,500 5,000 7,500 

ターミナルケア加算 2 

(施設等の看取り介護加算時） 
適応時 10,000 1,000 2,000 3,000 

遠隔死亡診断補助加算 適応時 1,500 150 300 450 

訪問看護ベースアップ評価料

(Ⅰ) 
1 回/月 1,830 183 366 549 

訪問看護ベースアップ評価料

(Ⅱ) 
1 回/月 10～500 1～50 2～100 3～150 

訪問看護医療 DX 情報活用加

算 
1 回/月 50 5 10 15 

訪問看護物価対応料 
1 回/月・月の初日 

（２日目以降） 

60 

（20） 

6 

（2） 

12 

（4） 

18 

（6） 

訪問看護遠隔診療補助料 １回/日（適応時） 2,650 265 530 795 

医療情報連携加算 １回/月 1,000 100 200 300 

※各種公費などの受給者証や限度額受給者証をお持ちの方は、上記の自己負担が免除・減額になる場

合もございますので、訪問の際に看護師にご提示ください。  

 

介護保険の訪問看護料金表 
2024 年 6 月介護報酬改定に基づく 1 単位＝ 10 円/単位 

  
要介護の方の訪問看護（円）  単位 10 割 1 割 2 割 3 割 

訪問看護Ⅰ1（20 分未満） 314 3,140 314 628 942 

訪問看護Ⅰ2（30 分未満） 471 4,710 471 924 1,413 

訪問看護Ⅰ3（30 分以上 60 分未満） 823 8,230 823 1,646 2,489 

訪問看護Ⅰ4（60 分以上 90 分未満） 1,128 11,280 1,128 2,256 3,384 

訪問看護Ⅰ5（リハビリ 20 分ごと） 294 2,940 294 588 882 

訪問看護Ⅰ 5・2 超（リハビリ 20 分 3 回以上

連続） 訪問看護Ⅰ5 の 90/100 
  2,646 264 529 793 

夜間早朝：午前 6 時～午前 8 時 

     ：午後 6 時～午後 10 時 
  25％UP 

深夜：午後 10 時～午前 6 時   50％UP 

要支援の方の訪問看護（円） 単位 10 割 1 割 2 割 3 割 

予防訪問看護Ⅰ 1（20 分未満） 303 3,030 303 606 909 

予防訪問看護Ⅰ 2（30 分未満） 451 4,510 451 902 1,353 

予防訪問看護Ⅰ 3（30 分以上 60 分未満） 794 7,940 794 1,588 2,382 

予防訪問看護Ⅰ 4（60 分以上 90 分未満） 1,090 10,900 1,090 2,180 3,270 

予防訪問看護Ⅰ 5（リハビリ 20 分ごと） 284 2,840 284 568 852 



予防訪問看護Ⅰ 5・2 超（リハビリ 20 分 3 回

以上連続） 訪問看護Ⅰ5 の 50/100 

（利用開始 12 月超えの場合 5 単位減） 

  1,480 142 284 426 

夜間早朝：午前 6 時～午前 8 時 

     ：午後 6 時～午後 10 時 
  25％UP 

深夜：午後 10 時～午前 6 時   50％UP 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

と連携する場合（円/月） 
単位 10 割 1 割 2 割 3 割 

要介護 1～4 2,961 29,610 2,961 5,922 8,883 

要介護 5 3,761 37,610 3,761 7,522 11,283 

 
 
 
 
 

  



 
介護保険の加算（円） 

項目 単位 10 割 1 割 2 割 3 割 

初回加算（Ⅰ）退院日の訪問に対し 350 3,500  350 700  1,050 

初回加算（Ⅱ）開始月、2 か月以上中断し再開した

月 
300 3,000 300  600 900  

緊急時訪問看護加算（Ⅰ）1 回/月 600 6,000  600 1,200 1,800  

緊急時訪問看護加算（Ⅱ）1 回/月 574 5,740  574 1,148 1,722  

特別管理加算Ⅰ 1 回/月 500 5,000 500 1,000 1,500  

特別管理加算Ⅱ 1 回/月 250 2,500  250  500 750  

専門管理加算 1 回月 褥瘡,人工肛門等,緩和ケア

の専門家および特定行為における管理 
250 2,500  250  500 750  

口腔連携加算 1 回/月 50 500  50  100 150  

退院時共同指導加算：退院調整会議等を行った際 600 6,000  600 1,200 1,800  

複数名訪問看護加算Ⅰ①（30 分未満） 254 2,540  254 508 762  

複数名訪問看護加算Ⅰ②（30 分未満） 402 4,020 402 804  1,260  

複数名訪問看護加算Ⅱ①（30 分未満、看護補助

者） 
201 2,010  201 402  603  

複数名訪問看護加算Ⅱ①（30 分以上、看護補助

者） 
317 3,170  317 634  951 

長時間訪問看護加算 1 回につき 300 3,000  300 600  900  

特別地域訪問看護加算 上記利用料の 15% 

中山間地域等提供加算 （適応時） 上記利用料の 5% 

ターミナルケア加算 （適応時） 2,500 25,000  2,500  5,000  7,500  

遠隔死亡診断補助加算 （適応時） 150 1,500  150  300  450  

看護体制強化加算（Ⅰ） 1 回/月 550 5,500 550 1,100  1,650  

看護体制強化加算（Ⅱ） 1 回/月 200 2,000 200  400  600  

定期訪問随時対応型訪問介護看護事業所と連携

する場合で 

医療保険による訪問看護が行われる場合（減算） 

-97 -970  -97 -194  -291  

厚労大臣が定める施設基準に該当する 

事業所のリハビリ（減算） 
-8 -80  -8 -16  -24 

介護職員等処遇改善加算 上記利用料の 1.8% 

訪問看護遠隔診療補助料 265 2,650 265 530 795 

 
  



 

その他の保険外 オプション料金 

 

基本料金（30 分） 

外出，遠出，旅行支援などに 
5,500 円～ （税込） 

訪問の延⾧・留守番病児看護 

（30 分） 
4,125 円～ （税込） 

追加のリハビリテーション（30 分） 5,500 円～ （税込） 

上記提供が 18 時以降～8 時の場合 50％UP  

エンゼルケア 11,000 円 （税込） 

通常の事業実施地域を超えてのサー

ビス提供をした場合（中山間地域等提

供体制加算を算定した場合を除く） 

1 回あたり 500 円 

事業所を起点として往復 20km 以上

の場合（医療保険） 
1 回あたり 500 円 

※スタッフの拘束時間を原則とします．また交通宿泊費がかかる場合，実費のご負担をいただくことがあります． 

※詳しいお見積りや金額はスタッフまでご相談ください． 

 

 

訪問のキャンセル料 

当日のキャンセル 3,000 円 /回 

前日までのキャンセル 無料 

※当日とは訪問のある日付の午前 0 時以降です．振替ができなかった場合も発生するためご承知おきください。 

 

 


